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１．はじめに

子どもたちが生きる21世紀はグローバル化、情報

化、地球温暖化、資源の有限化、少子高齢化、貧困と

格差の拡大など、社会の変化とともに容易に解決でき

ない大きな課題が山積している。これらの諸課題を解

決するために求められるのは、知識や技能を活用して

多様な問題状況に取り組み解決する力である。深刻さ

と複雑さを増している社会の諸課題に対応できる子ど

もの育成のため、「コンピテンシー」に基づく教育改

革を推進することが、今日の世界的な潮流となってい

る。OECDの「キー・コンピテンシー」やPISA調

査がそれに関連するものである。

日本でも、国立教育政策研究所において、社会の変

化に対応する資質や能力を育成する教育課程の編成に

関する研究が進められ、「21世紀型能力」の枠組みの

試案が示された1）。また文部科学省においても「育成す

べき資質・能力を踏まえた教育目標・内容と評価の在

り方に関する検討会」が2014年3月31日に「論点整

理」を公表しており、次期学習指導要領の改訂は、こ

の能力論を中心に編成されることが見込まれている2）。

このような状況の中で、家庭科の今後の方向性を検

討するためには、まず家庭科という教科を通して「生

きる力」のどのような能力が育成されているのかを明

らかにする必要性がある。家庭科の学習は、基礎的・

基本的な学習が実生活の場面で実践できる力となるこ

とを目指している。これまでの家庭科教育の研究にお

いては、学習内容に関する知識や意識を把握する調査

は行われてきたが、日常の具体的な場面を想定し課題

解決ができる力を把握しようとした調査はあまりない3）。

本研究の目的は、一つ目は、日常の具体的な場面を

想定し課題解決ができる力を把握しようとするPISA

型の調査を設計・実施し、知識や技能を活用して課題

解決ができる力が身についているかを把握することで

ある。二つ目は、本研究のような能力を測定する調査

が今後ますます必要とされると考えられることから、
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要 旨

次期学習指導要領の改訂は、能力論を中心に編成されることが見込まれている。そこで、家庭科の今後の方

向性を検討するためには、まず家庭科という教科を通して「生きる力」のどのような能力が育成されているの

かを明らかにする必要性がある。本研究の目的を、①日常の具体的な場面を想定し課題解決ができる力を把握

しようとするPISA型の調査を設計・実施し、知識や技能を活用して課題解決ができる力が身についているか

を把握すること、及び②本研究のような能力を測定する調査が今後ますます必要とされると考えられることか

ら、調査設計の仕方について検討し課題を明らかにすることとした。

本論文においては、中学生、高校生、大学生を対象に行ったアンケート調査の中から、消費生活・環境学習

に関わる部分について報告を行った。消費生活・環境に関する内容では、インターネットを通して靴を購入す

るというテーマで3つの問への回答を求め、情報スキル、問題解決力、持続可能な未来づくりへの責任意識と

いう能力の3つの要素の実態を明らかにした。また、調査設計の仕方について検討した結果、調査の回答時間、

調査対象校の選定、設問の表現と回答方法について課題があると考えられた。



調査設計の仕方について検討し課題を明らかにするこ

とである。

本論文においては、今回行った調査の中から、消費

生活・環境学習に関わる部分について報告をする。

２．調査の概要

（1）調査の方法

①調査時期：2013年3月～10月

②調査対象者：愛知県、静岡県、三重県の中学校1年

生298名（男139名、女156名、不明3名）、高等

学校1年生456名（男156名、女300名）、大学1

年生567名（男249名、女317名、不明1名）。中

学校1年生の中には2013年3月に小学校6年生を

対象に調査したもの（男54名、女56名、計110名）、

及び高等学校1年生には2013年3月に中学校3年

生を対象に調査を行ったもの（男71名、女70名、

計141名）が含まれている。

③調査方法：質問紙による集合調査、回答時間40分

④回収率：100％

⑤分析方法：回答の記述内容を読み取りデータベース

を作成し、エクセル統計により集計及び有意差検定

（χ2検定）を行った。

（2）調査の内容

調査内容及びその構成は以下の通りである。まず初

めに、中学校2年生の生徒の家庭生活の様子を書いた

新聞の投書記事を読み、次に5つの問とフェイスシー

トに回答するという構成になっている。

①新聞の投書記事

②家庭生活に関する5つの問

問1（消費生活・環境）：インターネットを利用し

て靴を買う

問2（食生活）：献立を立てて食事をつくる

問3（衣生活）：洗濯をする

問4（住生活）：住まいの事故について考える

問5（家族・家庭生活）：家庭の仕事と役割につい

て考える

③フェイスシート

a住生活において大切にしていること（3つ選択）

b幼児との生活経験

c祖父母との生活経験

d家庭科の調理実習の家での経験

e洗濯機の使用経験

fインターネットを利用した商品の購入経験

g高等学校の家庭科の履修科目

h履修学年、時間

i出身高校の所在地

j学年

k性別

この中でg～iは大学生調査のみの項目である。
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表1 新聞の投書記事

表2 問1（消費生活・環境）



（3）消費生活・環境の問

本論文においては、上述の調査内容の中から、消費

生活・環境に関する問（問1）の結果について報告を

する。

まずは表2のようなウェブサイトの内容を提示し、

続いて以下の3つの質問をした。

①みつきさんは、靴の代金の支払いを、コンビニ振込

（後払い）にすることにしました。この場合、この

靴の購入のために全部でいくらお金がかかることに

なるでしょうか。合計の金額を計算してください。

（ ）円

②インターネットで購入した靴が日曜日に届いたので、

みつきさんはすぐに靴を取りだして見ました。デザ

インは思ったとおりで、とても満足しました。一週

間たった次の日曜日、また靴を取り出して、今度は

ためしにはいてみました。すると少しサイズが小さ

いように感じました。このような場合、どうしたら

よいと思いますか。（自由記述による回答）

③みつきさんが今まではいていた靴は、まだまだはけ

る状態のものです。さて、新しい靴を買った後は、

今まではいていた靴をどうしたらよいと思いますか。

（自由記述による回答）

３．本研究の分析枠組みと調査から読み取

ることのできる力

本調査は、図1のように、国立教育政策研究所が示

した21世紀型能力を参考にしながら、調査から読み

取ることのできる力として科学性と生活合理性を位置

づけた。「科学性（知識・技能の応用力）」は、問題解

決のために知識や技能を総合的に思考し活用できる力、

「生活合理性（状況把握、姿勢や態度、価値）」は、家

族構成や生活資源等の状況に応じた判断ができる力で

あり、姿勢や態度、価値観の形成を含むものとした。

そして、問1（消費生活・環境）から読み取ること

のできる力を、以下の3つとした。

①情報スキル：靴の購入にかかる費用がわかり、情報

を正しく読み解き理解することができる。

②問題解決力：インターネット上の情報から、返品交

換の可否や条件が理解でき、その情報を基にトラブ

ルへの対応を思考し判断ができる。

③持続可能な未来づくりへの責任意識：消費者として

モノを大切にする気持ちや環境への配慮ができる。

靴の購入の計算をすることから読み取る情報スキル

は主に科学性の力を、靴の購入に関わるトラブルへの

対応方法から読み取る問題解決力は主に科学性と生活

合理性を組み合わせた力を、古い靴の処理の仕方から

読み取る持続可能な未来づくりへの責任意識は主に生

活合理性の力を示すものとして、調査結果を分析をす

ることにした。

４．調査結果及び考察

（1）情報スキル

ここでは、靴の購入にかかる費用がわかり情報を正

しく読み解き理解することができるという情報スキル

が、どの程度身についているかを明らかにしようとす

るものである。

① インターネットを通じた商品の購入経験

表3はインターネットを通じた商品の購入経験が

ある者を示している。全体では中学生41.9％、高

校生 68.2％、大学生 78.0％と年齢が高くなるにつ

れて、インターネットを通じた商品の購入経験は多

くなっている。また、男女には高校生に有意差がみ

られた。

② 靴の購入金額の計算

表4は、計算をした靴の購入金額とそれぞれの人

数・割合を示している。今回の問の正解は、販売価

格（2,800円）、送料（525円）、コンビニ振込手数

生活場面で実践できる力の実態と課題
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図1 「21世紀型能力」と本研究の枠組み

表3 インターネットを通じた商品の購入経験

購入経験者
（人）

購入経験率
（％）

中学生

男 62 44.6

女 63 40.9

全体 125 41.9

高校生

男 96 61.5

女 215 71.7

全体 311 68.2

大学生

男 187 75.1

女 255 80.4

全体 442 78.0

*p<0.05 ***p<0.001

*
*
*
*



料（105円）、後払い手数料（200円）の合計3,630

円である。

最も多かった回答は3,630円の正答であったが、

中学生 45.6％、高校生 41.7％、大学生 52.6％であ

り、正答は大学生でも半数程度である。次に多かっ

たのは、振込手数料や後払い手数料を計算に入れて

いないという誤答であった。

③ 靴の購入金額を正しく計算した人数・割合

表5は、靴の購入金額を正しく計算した者の人数・

割合を示している。この結果、靴の購入金額の正答

率は、中学生、高校生、大学生の間に有意差が見ら

れ、高校生が最も低い正答率であり、年齢が高くな

るにつれて正しい計算ができるようになっていると

は言えない。高校生の男女には有意差が見られ、男

子の方が計算できていない割合が高い。

④ 情報スキルの学校間格差

表6は、靴の購入金額を正しく計算した者の割合

を、調査対象校別に示したものである。今回の調査

では、中学校、高等学校、大学ともに調査対象校は

4校ずつであった。

学校別の正答率をみると、正答率が最も高い学校

は B大学の 54.8％、最も低い学校は C中学校の

24.5％であり、全体的に正答率は低い。正答率が50

％以上55％未満の学校は、大学3校、中学校2校

の計5校であった。その他、正答率が45％以上50

％未満は中学校1校、高等学校2校、大学1校、30

％以上35％未満は高校2校、20％以上25％未満は

中学校1校であった。この結果をみると、大学生は

調査対象校の中では総じて正答率が高いが、高校生

は低く、また中学生はバラつきが大きくみられた。

以上のように正答率には学校間格差が大きくあるこ

とがわかった。

⑤ インターネット購入の経験の有無と靴購入金額の

正答率

表7は、インターネット購入の経験の有無と靴の

購入金額を正しく計算した者の割合を示したもので

ある。この結果、インターネットを利用した購入経

験の有無と靴の購入金額の正答率には、有意差はみ

られなかった。すなわちインターネットを利用した

購入経験がある方がより正しく靴の購入金額を計算

できるとは限らないということである。

⑥ 「情報スキル」のまとめ

靴の購入金額の計算の正答率は大学生でも 52.6

％と低い。また学校間格差が大きく、学校段階が進

むにつれて正答率が高くなっているとは言えない。

さらに、インターネットを利用した購入経験があっ

ても、正しく購入金額の計算をすることができるの
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表4 靴の購入金額

表5 靴の購入金額を正しく計算した人数・割合

正答者（人）正答率（％）

中学生

男 66 47.5

女 67 42.9

全体 136 45.6

高校生

男 53 34.0

女 137 45.7

全体 190 41.7

大学生

男 140 56.2

女 157 49.5

全体 298 52.6

「全体」には性別の不明（中学生３名、大学生１名）を含む。
*p<0.05 **p<0.01

*

*
*

表6 靴の購入金額を正しく計算した者の割合（学校別）

表7 インターネット購入の経験の有無と靴の購入金額を正

しく計算した人の割合



は大学生でも50％程度であり、経験知が身につい

ているとは考えられない。以上の結果から、調査対

象者は、靴の購入にかかる費用がわかり情報を正し

く読み解き理解することができるという情報スキル

が十分身についているとは言えない。

（2）問題解決力

ここでは、インターネット上の情報から返品交換の

可否や条件が理解でき、その情報を基にトラブルへの

対応を思考し判断ができるという問題解決力が、どの

程度身についているかを明らかにしようとするもので

ある。

①トラブルへの対応方法

本調査の問は、靴の購入から1週間後に試着をし

て靴が少し窮屈だと感じたので、この場合どのように

したら良いかを考えさせる問であり、回答方法は、各

自の考える対応方法について自由記述をする形式とし

た。分析にあたっては、返品・交換の条件が示されて

いるので、その情報を理解して対応方法を考えている

かを読み取ることと、対応方法とそれに至る思考のプ

ロセスを読み取って明らかにすることにした。問の説

明文（ショップのウェブサイトの文章）には、返品・

交換の条件が以下のように記載されている。

返品・交換：商品到着後14日以内にお願い致し

ます。次の場合には、返品・交換ができません。・

商品到着後15日以上経過した商品・ご使用になら

れた商品・お客様の元で、キズまたは汚損が生じた

商品

表8は、トラブルへの対応方法（複数回答）を示

したものである。対応方法として「返品・交換をす

る」と回答した者は中学生80.2％、高校生82.5％、

大学生86.4％であり、ほとんどの者が「返品・交

換をする」と回答している。次に多かった回答は

「我慢して履く」であり中学生5.0％、高校生10.1

％、大学生4.6％であった。

②返品・交換の根拠

「返品・交換をする」と回答した者がなぜ「返品・

交換」という対応方法を選択したのかについて、そ

の思考プロセスを探って見ると、表9の通りであっ

た。

「14日以内・未使用だから返品・交換」という

回答は大変少なく、中学生2.9％、高校生4.3％、

大学生7.6％であった。「14日以内だから返品・交

換」「未使用だから返品・交換」という、返品・交

換の条件を読んで考慮したであろう回答を合わせて

も、3割にも満たない。

最も多かった回答は「返品・交換」と結論だけ書

いてあり根拠のわからないもので、中学生58.8％、

高校生53.4％、大学生49.3％であった。

次に多かったのは、「問い合せて返品・交換をす

る」で、中学生15.8％、高校生19.7％、大学生22.7

％であった。「問い合せて返品・交換をする」には

「尋ねる」「お願いする」「事情を説明する」「電話し

て頼んでみる」「無理だと思うが問い合わせする」

「交換を試みる」「電話して話し合う」「ダメもとで

電話をする」「返品・交換の可否を尋ねる」などの

記述が見られた。これらのいずれの回答も「返品・

交換」の根拠がはっきりわからなかったもので、ショッ

プのウェブサイトの文章を読み返品・交換の条件を十

分理解して、この対応方法に決めたとは考えにくい。

その他、「自分なりの理由があり返品交換する」

と回答した者が若干名おり、その理由として「業者

がサイズを間違えていたら交換する」「耐えられな

い小ささだったら返品する」「タグをとっていなかっ

たり、箱もすべてとってあるなら交換する」「クー

リング・オフ制度が有効か調べて返品可交換をする」

などの記述が見られた。ちなみにこの場合はクーリ

ング・オフできない。

③「問題解決力」のまとめ

靴のサイズが小さい場合に「返品・交換をする」

と回答した者が8割以上であった。「返品・交換」

の根拠として、インターネットの情報（返品・交換

の条件）を読み取り判断したと思われる記述は3割

生活場面で実践できる力の実態と課題
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表8 トラブルへの対応方法

表9 返品・交換の根拠



にも満たず、他は「返品・交換」の明確な根拠を読

み取ることができなかった。どのような場合にも返

品・交換ができると思っている可能性もある。理由

や根拠の有無にかかわらず8割以上が「返品・交換

をする」という結論を出しており、これは問題解決

の方法として間違っておらず、以上の結果から調査

対象者に課題解決力が身についていないとも言い難

い。今回の調査では、インターネット上の情報から

返品・交換の可否や条件が理解でき、その情報を基

にトラブルへの対応ができるという問題解決の思考

プロセスまで十分明らかにすることができなかった。

（3）持続可能な未来づくりへの責任意識

ここでは、消費者としてモノを大切にする気持ちや

環境への配慮ができるという持続可能な未来づくりへ

の責任意識が、どの程度あるかを明らかにしようとす

るものである。

①古い靴の処理方法

本調査の間、今まで履いていた靴がまだまだはける

状態のものであることから、その靴をどうしたらよいか

を考えさせるものであり、回答方法は、各自の考える

対応方法について自由記述をする形式とした。

表10は、古い靴の処理方法についての回答結果

（複数回答）をまとめたものである。古い靴の処理

方法はいろいろ考えられるが、その種類は一人当た

り平均で中学生1.3種類、高校生1.3種類、大学生

1.4種類であった。最も多かった回答は「人にあげ

る」「フリーマーケットに出す」「弟のために取って

おく」というリユース（再使用）であり、これらの

結果を合計すると中学生 71.5％、高校生 60.1％、

大学生73.5％であった。次に多かった回答は「し

ばらく履く」「交互に履く、時々履く」「雨や作業の

時に履く」「服に合わせて履く」の使用期間の延長

に関する記述であり、これらの結果を合計すると中

学生 36.3％、高校生 41.7％、大学生 43.6％であっ

た。また「しまっておく」「ゴミとして捨てる」と

回答した者は中学生 23.1％、高校生 25.7％、大学

生20.8％であった。

②「持続可能な未来づくりへの責任意識」のまとめ

古い靴の処理方法として最も多かった回答はリユー

ス（再使用）で、次は使用期間の延長であった。ま

た「しまっておく」「ゴミとして捨てる」と回答し

た者は2割程度いた。この結果から、モノを大切に

する気持ちや環境への配慮ができるという持続可能

な未来づくりへの責任意識は高いことがわかった。

５．結 論

本研究の目的の一つは、調査によって日常の具体的

な生活場面の課題解決の方法を把握し、課題解決がで

きる力の実態を明らかにすることであった。本論文で

は、調査内容の中から消費生活・環境にかかわる部分

について報告を行った。消費生活・環境に関する内容

では、インターネットを通して靴を購入するというテー

マで3つの問への回答を求めた。そして、その問への

回答を通して情報スキル、問題解決力、持続可能な未

来づくりへの責任意識という能力の3つの要素の実態

を明らかにした。結果を見ると、本調査対象者は、靴

の購入にかかる費用がわかり情報を正しく読み解き理

解することができるという情報スキルが十分身につい

ているとは言えないことが明らかとなった。また問題

解決力については、8割以上の調査対象者が「返品・

交換をする」という解決方法を回答していることから、

問題解決力がないとは言い難いという結果であった。

さらにモノを大切にする気持ちや環境への配慮ができ

るという持続可能な未来づくりへの責任意識は高いこ

とが分かった。しかし調査においては、インターネッ

ト上の情報から返品・交換の可否や条件が理解でき、

その情報を基にトラブルへの対応ができるという問題

解決の思考プロセスまでは十分に明らかにすることが

できなかった。

本研究の目的の二つ目は、調査設計の仕方について

検討し課題を明らかにすることであった。アンケート

調査全体についてみると、新聞の投書記事を読み5つ

の問とフェイスシートに回答するという構成とし、日

常の具体的な場面を想定した調査内容にした点は、回

答者自身の日常生活に関わる知識や技能、生活経験や

価値観を引き出すことにつながり、問題解決力をみる

調査としては有効であったと考えている。しかし、主

に以下の4点について調査設計上の課題が見出された。

吉本 敏子・小川 裕子・星野 洋美・室 雅子・安場 規子・吉岡 良江・吉原 崇恵
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表10 古い靴の処理方法



①回答時間：調査方法を質問紙による集合調査とし、

授業時間内に調査を実施していただく関係で回答時間

を40分としたが、この時間は今回の調査内容と回答

方法に対しては少し短いのではないかと思われた。し

かしそもそも40分という回答時間は長いと考えられ

るので、調査内容と合わせて時間の検討が必要である。

②調査対象校の選定：調査対象校に学校間格差が大

きく見られたので、今後同様の調査を行う場合には調

査対象校の慎重な選定が必要である。

③設問の表現：消費生活・環境に関わる問について

みると、設問の表現について課題があると思われる。

まず設問の表現の難しさであるが、表2に示したよう

なインターネット上の表記は、実生活においても年齢

に配慮した表記はされていないことから、今回の調査

では中学生から大学生まで同じ内容を提示し、情報を

読み取るという問にした。また、設問の表現の中で

「一週間たった次の日曜日、また靴を取り出して、今

度はためしにはいてみました。」の文章表現を「試着」

という意味に理解せず、「履いてしまったので、返品・

交換はできない」「家に中で履いたのなら大丈夫」な

どという回答が見られたことから、問の意図が正しく

伝わるような表現の工夫が必要と思われた。

④回答方法：回答方法では、トラブルの処理や古い

靴の処理について、自由記述で回答を求めたが、簡潔

に結論のみ記入してある回答が多く、なぜそのように

考えたのか、思考のプロセスがわかるような問の工夫

が必要であった。

本研究のように家庭科の学習の効果を能力によって

把握する調査を通して、これまでの家庭科に関する内

容や学習方法について新たな視点から再検討すること

ができると考える。また、これまで家庭科の学習効果

を能力面から把握するという調査はあまり行われて来

なかったが、今後、能力を測定する調査がますます必

要とされると考えられ、家庭科の学習効果を能力面か

ら把握するという調査手法の一つとして、本調査の設

計と課題の提示は、後続の参考となると思われる。次

期学習指導要領の改訂は、能力論を中心に編成される

ことが見込まれており、さらに緻密な調査設計のもと

に調査を行い、家庭科の有効性や必要性を明らかにす

る根拠となる資料を提示していきたい。

最後に、本研究に関わって「家庭生活に関する調査」

にご協力をいただきました小学校、中学校、高等学校、

大学の先生方、児童・生徒の皆様に厚くお礼申し上げ

ます。なお本研究は、日本家庭科教育学会東海地区会

の研究助成により行ったものであることを付記させて

いただく。
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